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EU+EEA加盟国に
国内法規を要求 

個人データ取扱いに係る個人の保護及び当該
データの自由な移動に関する欧州議会及び理
事会の指令（EU指令） 
（1995年10月採択、1998年10月発効） 

• 公正かつ適法な利用 

• 利用目的の明確化 

• 個人情報の正確性 

• 本人の同意の上での取
得・利用 

• 特定カテゴリーの個人
情報の利用禁止 

• セキュリティ対策 

• その他 

以下の事項を本人に通知 

• データ管理者 

• 個人情報の利用目的 

• 第三者への提供 

• アクセス権、訂正権 

• その他 

• 独立的な
監督機関
の設置 

 (第28条) 

• 個人情報への
アクセス権、
訂正・消去す
る権利の保証 利用者 

A国 

EU＋EEA 

B国 

C国 

公共機関・
民間企業 

域内での個人情報 

の自由な移転は 

認める 

日本 

米国 

第三国が個人情報に
関する十分なレベル
の保護を保証する場
合のみ、移転を許可 

（第25条） 

EUデータ保護指令の概要 
●EU加盟国（2013年7月現在） 
・ベルギー 

・ドイツ 

・フランス 

・イタリア 

・ルクセンブルク 

・オランダ 

・デンマーク 

・イギリス 

・アイルランド 

・ギリシャ 

・スペイン 

・ポルトガル 

・オーストリア 

・フィンランド 

 

・スウェーデン 

・キプロス 

・チェコ 

・エストニア 

・ハンガリー 

・ラトビア 

・リトアニア 

・マルタ 

・ポーランド 

・スロバキア 

・スロベニア 

・ブルガリア 

・ルーマニア 

・クロアチア 

計28カ国 

●EEA加盟国 

（2012年1月現在、
EU加盟国以外） 
 
・ アイスランド 

･リヒテンシュタイン 

・ ノルウェー 

監督機関 

合計31カ国 

第三国への移転を許
可する例外規定もあ
り（第26条） 

（出典：国際社会経済研究所） 
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【ご参考】 EUデータ保護指令改定の背景 

• EUデータ保護規則案（2012年1月公表）。 

今回の改正は、指令の採択から15年以上経ち、インターネット等の急速な技術的進歩やグローバル化の進
展によって発生してきた、以下のような新たな課題に対処するためのもの。 

 

① 急速なICT技術の進歩とグローバル化の進展と、それによるリスクの拡大 

– クラウドコンピューティングに代表される国境を越えたデータ流通の増大 

– SNSなど、個人データの公開・共有化の拡大 

– 行動ターゲティング広告、GPS携帯電話など、個人データ収集手段の高度化 

② 現行のデータ保護スキームに対する企業の不満の増大 

– 多国籍企業にとって負担が大きい非効率・非整合的な規制の緩和要求の増大 

• 従来、各加盟国ごとに異なる国内法や、各国の監督機関の決定を遵守する必要があった。 

• 管理者は原則として全てのデータ処理内容を監督機関に通知する義務があった。 

• BCR（拘束的企業準則）の承認には3つの監督機関のレビューが必要だった。 
 

• ①については、とりわけEU市民や規制当局にとっての懸念は下記2つの国家群。 

○米国： 

• 全世界から個人データを収集する米国の多国籍企業（「データの蛸」）。 ex. Google, Facebook 

• PATRIOT法により、令状無しに米国企業の国外現地法人からもデータ収集できる米国政府。 

○データ保護法の整備されていない新興国（中国など） ： 

• 低賃金で欧州企業からデータ処理の委託（オフショアリング）を受ける企業。 

→EUデータ保護規則案には、（特に米国企業に対する）非関税障壁の側面もある 
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EUデータ保護規則案の日本企業への影響 
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・第三国(日本)への 
 データ移転制限は継続 
 （データ保護の十分性認定に至らず） 

＜産業界にとっての問題点＞ 
 
・ﾃﾞｰﾀ移転制限によるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな 
 事業活動の制約（例外規定対応 
 への多大なコスト負担等の負荷含む。 
 ex．ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材活用の為の従業員 
 ﾃﾞｰﾀの日本本社への移転対応など） 
 
・事業活動の抑制や萎縮により 
 革新的サービスの提供の妨げ 
  
・ＥＵ域内事業拠点を含め、強化 
 規則対応のための多大な負荷 

現
行
指
令 

指
令
改
定 

規
則
強
化 

規
則
緩
和 

・ﾃﾞｰﾀ保護の権利強化 
 （忘れられる権利、ﾃﾞｰﾀﾎﾟｰﾀ 
  ﾋﾞﾘﾃｨ、違反時の義務や 
  罰則等々） 
 

・強化規則の域外適用 
 (現行指令はＥＵ域内設備で 
  ﾃﾞｰﾀ処理を行う場合のみ適用 
  が、域外企業へも適用に) 

・EU域内ﾙｰﾙの一元化 
・ﾃﾞｰﾀ処理の監督機関への 
 届出義務廃止 
・BCR手続きの簡素化 等々 

＜EU域内日本企業拠点にも利益＞ 
 
・規則対応や手続きの簡素化による 
 コスト削減含む負荷の軽減 

（出典：JEITA個人データ保護専門委員会） 
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EU規則案における第三国へのデータ移転方法 

十分性決定 

（第41条） 

十分性決定がない場合 

国全体の 

十分性決定 

民間分野の 

十分性決定 

特定分野の 

十分性決定 

ex.カナダ 

ex.米国のセーフハーバー、 

  米国やオーストラリアの旅客記録（PNR） 

適切な安全管理措置 

（第42条） 

拘束的企業準則（BCR） 

（第43条） 

標準契約条項 

監督機関が承認した 

二者間契約条項 

適切な安全管理措置 

がない場合 

例外措置 

（第44条） 

本人同意 
（インフォームドコンセント） 

データ主体との契約 

履行に必要な場合 

公共の利益 

データ主体の重大な 

利益の保護 等 

日本企業は現状、
(1)標準契約条項
または(2)本人同
意を用いてEU域
内からデータ移
転 

(1)標準契約条項の問題点： 相手企業ごと・案件ごとに締結が必要、弁護士費用等のコスト、監督機関
の承認に時間がかかる、EU企業に日本企業側のデータ取扱いに関する責任発生など 

(2)本人同意の問題点： 消費者全員の同意取得は困難、従業員データでも国により労組の同意が必要 

ex.スイス、アルゼンチン、イスラエル、アンドラ、ガーンジー、
マン島、ジャージー（左記3つは英国の王室属領）、フェロー
諸島（デンマークの自治領）、ウルグアイ、ニュージーランド 

© Institute for International Socio-Economic Studies 2014 

 

（出典：国際社会経済研究所） 
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第三国データ移転の「移転」とは何か 

• EU指令に言う「移転」の定義 

– 「管理者（EU域内の企業等）が、第三国に所在する第三者に個人データを
利用可能（available）とするために取る行為」の総称 
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民間企業・公共機関 

（日本企業の現地法人含む） 

EU域内 日本 等 

個人データ 

本人の
アクセス 

データ
主体 

バックアップ・
分散化 

監視 

提供・預託 

× 

× 
× 

○ 

「移転」
に該当
する 

民間企業等 

「移転」に
該当しない 

（出典：国際社会経済研究所） 
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EU規則案に対するJEITA意見書（1/2） 

○以下の項目に対する日本産業界としての意見・要望（2012年9月） 

• 第三国移転と適切な安全管理措置 

• 従業員データの第三国移転 

• 域外適用の除外条件 

• 個人データの定義 

• ポリシーの透明性と本人同意 

• 従業員データの合法的処理 

• 大規模災害時のデータ処理 

• 忘れられる権利 

• データ・ポータビリティの権利 

• 個人データ違反の監督機関への通知 

• プライバシー影響評価 

• プライバシー・バイ・デザインと処理のｾｷｭﾘﾃｨ 

• 監督機関による課徴金 

• 認証メカニズム、データ保護シール 
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JEITA: 一般社団法人 電子情報技術産業協会 

http://home.jeita.or.jp/press_file/20121214172407_QmZqTgt0AW.pdf 

http://home.jeita.or.jp/press_file/20121214172407_QmZqTgt0AW.pdf
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EU規則案に対するJEITA意見書（2/2） 

• 2012年11月と2013年6月の2回、訪欧ミッションを実施 

– 第1回は欧州議会議員、欧州委員会司法総局を中心にロビーイング 

– 第2回は欧州連合理事会（加盟国代表部）、在欧業界団体を中心にロビーイ
ング 

 

• 日本における個人情報保護制度は、欧米に比べ、単一的な監督機関がない、罰
則規定が緩い、司法救済の規定がないなど「十分なレベル」にないと思われる部
分があるため、意見書作成にあたっての寄り所が難しかった。 

• すなわち、日本はEUや米国と同等な立場に立っていないため、「日本では一定

のデータ保護の原則に基づいて、きちんと保護しているから、規則案のこの部分
は譲歩してほしい」と言うことが難しかった。 

 

• ちなみに、米国では、個別法により規制されない大多数の民間企業に対してはこ
れまで自主規制が推奨されてきたが、企業のプライバシーポリシーに虚偽の記
載があれば、FTC法の第5条（不公正な競争方法及び不公正・欺瞞的な行為又
は慣行の禁止）によってFTCが法執行を行う。 

• EUと考え方は違うが、筋は通っているため、EUとしても米国の意見を傾聴せざ

るを得ない。（もちろん、欧米間の経済的相互関係の大きさや、米国の国際的発
言力も大きな要因だが。） 
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第三国移転へのシール制度活用（JEITA意見書より） 

十分性決定 

（第41条） 

十分性決定がない場合 

国全体の 

十分性決定 

民間分野の 

十分性決定 

特定分野の 

十分性決定 

適切な安全管理措置 

（第42条） 

BCR 

（第43条） 

標準契約条項 

監督機関が承認した 

二者間契約条項 

適切な安全管理措置 

がない場合 

例外措置 

（第44条） 

データ主体の同意 
（インフォームドコンセント） 

データ主体との契約 

履行に必要な場合 

公共の利益 

データ主体の重大な 

利益の保護 等 

国または民間分野の十分性決定には
個人情報保護法等の改正が必要なの
で、すぐには難しい。 

(1)そのため、Pマーク取得企業
について十分性を認めてほしい。 

受領者におけるデータ 

保護シールの認証取得 

(2)もしくは、適切な

安全管理措置として、
データ保護シールを
追加してほしい。 

⇒ 欧州委員会司法総局の見解： 

(1)(2)いずれの場合も以下3つが必要。 

・Pマーク制度への政府の関与 

・監督機関による法執行（特に罰則） 

・権利侵害時の消費者の司法救済 

© Institute for International Socio-Economic Studies 2014 
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欧州議会修正案： 主な修正条項 

• 第3条2項（域外適用） 

• 第4条2a項（仮名データ） 

• 第6条（処理の合法性） 

• 第7条（同意の条件） 

• 第13a条（標準化された情報通知ポリシー） 

• 第17条（忘れられる権利） 

• 第23条（データ保護バイ・デザインとデータ保護バイ・デフォルト） 

• 第31条（個人データ違反の監督機関への通知） 

• 第32a条（リスクの尊重） 

• 第33a条（データ保護遵守レビュー） 

• 第39条（認証） 

• 第41条（十分性決定がなされた国への移転） 

• 第42条（適切な安全管理措置による移転） 

• 第43a条（EU法によってオーソライズされない移転又は開示） 

• 第79条（行政罰） 
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欧州議会修正案： 
2013年10月21日に欧州議会LIBE委員会で可決、 

2014年3月12日に欧州議会本会議で可決。 
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欧州議会修正案： 第42条（適切な安全管理措置による移転） 

○ 第42条 

• ※十分性決定のない第三国へのデータ移転を可能とする「適切な安全
管理措置」として、（BCRや標準契約条項と同列で）「管理者および受領
者における欧州データ保護シール」を追加。 

 

• ※従来のEU指令に基づく「BCR」は、本規則の施行（entry into force）か
ら2年後に失効することを規定。 
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欧州議会修正案における「仮名データ」の扱い 

○ 第4条2a項 【新規追加】 

• 「仮名データ（pseudonymous data）」とは、以下のような条件において、追加情報の利用
なくしては、特定のデータ主体に結び付ける（attribute）ことができない個人データを意味

する。その条件とは、当該追加情報をデータ主体に結び付けないことを保証するために、
当該追加情報が分離して保管され、技術的かつ組織的措置の下にあることである。 

 

• ※仮名データは個人データの1類型であるが、管理者や処理者が仮名データの処理を行う場合には
通常の個人データの処理を行う場合に比べて、様々な義務が緩和されている。 

– 仮名データに限った処理は、第6条にいう「データ処理の合法性」において、データ主体の合理
的な期待に適合した処理とみなされる。【前文（38）】 

– 仮名データ処理に基づく「プロファイリング」は、データ主体の利益・権利等に重大な影響を与え
るとはみなされない（ので、本人の明示的な同意等は必ずしも必要とされない）。【前文（58a）】 

– 仮名データに限った処理の場合、データ主体から自己データに関するアクセス請求等があった
場合に、必ずしも管理者は請求に応じなくてよい。【第10条】 

 

• ※その他、仮名データに関しては、以下のような規定がある。 

– 医師に代わって健康医療データを処理する処理者は、可能な限り匿名化されたデータ又は仮
名化されたデータのみを受領し、処理するものとする。【前文（122a）】 

– データ保護影響評価の項目の一つとして、仮名化等の個人データ保護メカニズムのリストアッ
プが挙げられている。【第33条】 

– 健康医療データを研究目的で、データ主体の同意なく処理する場合には、匿名化または仮名化
が必要である。【第81条】 
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EUデータ保護規則案の審議スケジュール（推定） 
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2013年5月～6月 2013年7月～12月 

LIBE修正案の検討 
10/21 

LIBE 

投票 

規則案Chapter1~4の 

修正案作成 

6/5~6 

閣僚 

理事会 

規則案Chapter5~8の 

修正案検討 

アイルランド議長国 リトアニア議長国 

 2014年1月～ 6月 

ギリシャ議長国 

議
会
内
の
事
実
上

の
合
意 

欧
州
議
会
選
挙 

（
5
月
） 

理
事
会
内
の
合
意 

議会と理事
会の交渉
（Trilogue） 

12/5~

6 
閣僚 

理事会 

規則案Chapter9~11及び 

積み残し論点の修正案検討 

議会と理事
会の交渉
（Trilogue） 

 2014年7月～ 

イタリア議長国 

最速で年内～年明け
に採択？ 

（適用は2年後） 

欧
州
議
会 

欧
州
連
合
理
事
会
／
加
盟
国 

定数 

754名 

3月12日 

議会本会議で
の投票可決 

→第一読会へ 

（出典：国際社会経済研究所） 

現在 
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欧州評議会（CoE）： 個人データ保護条約 

• 欧州連合（EU）とは全く別の国際機関。EUの加盟国27カ国すべてを含む47カ国から成る。 

– 欧州評議会のミッションは、人権の向上、民主主義、法の支配の3つ。 

• 「個人データの自動処理に係る個人の保護のための条約第108号」 

– 1980年、閣僚委員会により採択。1981年、各加盟国の署名に付された。 

– 2014年3月現在、46ヶ国（非加盟国ウルグアイを含む）が批准。 

– データプライバシーの領域において（欧州評議会の非加盟国を含め）全世界に適用可能な、唯一の
法的拘束力を持った国際的法律文書。 

– データ保護の基本原則として、下記を提示。 
 

• 各国の義務   ・ データの内容 

• 特定カテゴリのデータ  ・ データセキュリティ 

• データ主体に対する追加的な安全措置 ・ 例外と制限 

• 制裁と救済   ・ さらなる保護 
 

– 2010年から同条約の見直し（Modernisation）に着手。2012年11月に同条約見直し案を諮問委員会
が採択。今後、2014年6月に改定予定。 

– CoE条約108号の批准は、EU指令/規則案において第三国が十分性決定を受ける際の判断材料と
なる。欧州委員会がCoEに対して明言したとのことである。 

 

「EUデータ保護規則案 第41条：十分性決定がなされた国への移転 

 第2項 保護のレベルの十分性は、欧州委員会によって、以下を考慮することで評価されるものとする。 

 (c)当の第三国（・・・）が行っている国際的なコミットメント」 
 

– この「国際的なコミットメント」が「主にCoE条約108号」を指す。モロッコはCoE非加盟国だが、EUか
ら十分性決定を受けるために、条約108号への参加申請を行っている。 



日本における個人情報保護制度見直しの要因 
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我が国における 
個人情報保護制度の

見直し 

②国際的な 
データ保護レベル 

との整合 

③違反事業者に 
対する法執行 
の強化 

①パーソナルデータ 
取扱いルールの 

明確化 

• 日本のデータ保護法制は国際的には「十分なレベルに
ない」と見られている。 

• EUはデータ保護指令において、十分な保護レベルにな
い第三国への個人データ移転を禁じているため、日本
企業は特例的な方法を用いてデータ移転をしている。 

• 第三国へのデータ移転禁止条項はシンガポールやマ
レーシア、台湾、香港等の保護法でも導入。 

• 電話勧誘業者や名簿業者、スマホアプリ事業者、
海外事業者等によって個人情報が濫用。 

• 保護法には違反事業者に対する罰則規定がある
が、これまで罰則適用は1件もない。 

• 違反事業者に対する法執行の甘さは結果的に利
用者の不安や不満を引き起こし、法令を遵守する
大多数の事業者までが皺寄せを受ける羽目に。 

© Institute for International Socio-Economic Studies 2014 

 

• 個人データを匿名化することで、保護
法の「個人情報」に該当しないデータ
にしてしまえば、一般的に、事業者は
保護法の義務（目的外利用の制限、
第三者提供の制限）を免れると考えら
れている。 

• 現状、このような観点からの「匿名化
ガイドライン」は存在しない。 

（出典：国際社会経済研究所） 
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匿名化データと第三者提供に関する論点 

• 下記の2つの大きな論点が存在（していた） 
 

（１）連結可能匿名化（※1）されたデータを第三者に 

  「提供」するに当たって、本人同意は必要なのか？ 

⇒ 「提供事業者基準説」 vs 「受領者基準説」 
 

（２）連結不可能匿名化（※2）されたデータであっても、  

  提供先で再識別化されるリスクは残存するが、 

  そのようなリスクにどう対処すべきなのか？ 

⇒ 際限ない「容易識別性」の拡大への対処 

 

※1：匿名化を行った事業者等が対応表（本人と、新たに付された符号・番号との対応表）を 

   保有する匿名化。≒「仮名化」。 

※2：対応表を残さない匿名化。≒「無名化」。 

※※匿名化に関しては、2013年12月にパーソナルデータに関する検討会の技術検討WGから、
「識別非特定情報」と「非識別非特定情報」という新たな区分も示されている。  

16 
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（１）連結可能匿名化データ（＝対応表あり） 

  ＝事業者Aにおいては個人情報に該当 （事業者Bにおいては個人情報に該当しない） 

    ・なぜなら、事業者Aにおいては「容易照合性」があるため 

   ⇒匿名化データの第三者提供①に当たって、本人同意が必要 

     （いわゆる「提供事業者基準説」。経済産業省、消費者庁見解） 
    ※ただし、研究機関間で臨床研究等の目的で提供する場合は同意不要 （厚生労働省） 

 

 

（２）連結不可能匿名化データ（＝対応表なし） 

  ＝事業者Aにおいても、個人情報に該当しない 

   →匿名化データの第三者提供に当たって、基本的に本人同意は不要 

    ・ただし、事業者B（②）や事業者C（③）において、他の情報と照合 

     することで個人が識別できる可能性がある（経済産業省、厚生労働省見解） 

   ⇒「安全に匿名化がされた状態」について、指針化を待つ必要 
    

（３）事業者A内で元データと匿名化データの双方へのアクセスが       

厳格に禁止されている場合 

  ＝「容易照合性」がないので、匿名化データは個人情報には当たらない 

     （経済産業分野ガイドラインQ&Aに依拠した場合） 

   ⇒「連結不可能匿名化」と同じ扱いになり、本人同意なく第三者提供 

     可能と考えられる。 

   ⇒ただし、事業者Bや事業者Cにおいて他の情報と照合することで個人が識別できる可能性 

     があるため、（２）と同様、「安全に匿名化がされた状態」について、指針化を待つ必要 

      

【ご参考】 匿名化データと第三者提供、本人同意の関係（現行指針等） 

事業者A  事業者B 

元データ 

対応表 

匿名化
データ 

匿名化
データ 

① 

事業者A  事業者B 

元データ 

対応表 

匿名化
データ 

匿名化
データ 

事業者C 

匿名化
データ 

② ③ 

事業者A  事業者B 

元データ 

対応表 

匿名化
データ 

匿名化
データ 

アクセス禁止 

事業者C 

匿名化
データ 

② ③ 

他の情報（公開情報等） 

（出典：国際社会経済研究所） 

他の情報（公開情報等） 
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「匿名化データ取扱いルール」の明確化 
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日本版
FTC  

3条件 

• 前々頁（P16）の論点への対処法として、以下の2つの方向が考えられる。 

• ①「容易照合性」の議論を棚上げし、仮に容易照合性があったとしても一定の制度的
措置を取ることで個人のプライバシーに与える影響を少なくする方向性 

⇒ 「個人が特定される可能性を低減したデータ」 

• ②あくまで「再識別化不可能化（又は十分困難化）」を目指す方向性（非個人情報化） 

 
 

①の場合、匿名化データの提供先は「信頼できる」特定の相手に限定される 

– パーソナルデータ検討会では、法改正により「日本版FTC 3条件」を導入することが検討された。 

• 事業者が、適切な匿名化措置を行うこと 

• 事業者が、匿名化したデータを再識別化しないことを約束・公表すること 

• 事業者が、匿名化したデータを第三者に提供する場合は、提供先が再識別化をすることを契約
で禁止すること 

– 事業者がこの3条件を満たす場合には、匿名化データの第三者提供時の本人同意は不要とする。 

 

 

②の場合、匿名化データの不特定多数への提供が可能となる 

– k-匿名化など匿名化技術によって再識別化が困難なレベルまで匿名化する。 

– この場合、再識別化リスクが残存する問題に対処するために、事業者自身によるリスク評価
（プライバシー影響評価の一環として）も含め、事業者が取るべき「合理的な」匿名化措置の
プロセスをガイドライン上で規定するべき。 
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「合理的な匿名化措置」とは何か 

• パーソナルデータ検討会技術検討WG報告書（2013年12月）での指摘 

– 「いかなる個人情報に対しても、識別非特定情報や非識別非特定情報に加
工できる合理的な匿名水準を汎用的に達成可能な技術は存在しない。ケー
スバイケースで識別非特定情報や非識別非特定情報に加工することが必要
である。」（p20） 

 

• 「個人情報保護法等の見直しに関するJEITA意見書」（2013年10月）で
の意見 

– どこまで匿名化を行えばよいかはケースバイケースで判断せざるを
得ない面が存在するため、ガイドラインにおいて事業者が取るべき合
理的な匿名化措置の「プロセス」を、リスク評価も含めて規定すること
によって、事業者によるデータ保護に向けた積極的な取り組み（プラ
イバシー・バイ・デザイン）を促すべきである。 

• 体制整備、教育、文書化、リスク評価（再識別化テスト等）、ポリシーでの説明、 
インシデント発生時の対応手順、プロセスの見直し等 

– このリスク評価（PIA）は、基本的には事業者による自主評価である
が、我が国では何らかの機関による「お墨付き」を通じて法的な不確
実性の排除を求める風土があるため、リスク評価に関する第三者認
証制度についても併せて検討すべきと考える。  
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「匿名化ガイドライン」は誰が作るのか 

• 一義的には「第三者機関」の役割だが、一案として、事業者が自主的に行ってい
るパーソナルデータ保護の取組みを活かすためにも「マルチステークホルダープ
ロセス」を活用すべき。 

（１）ガイドライン（行動規範）は、マルチステークホルダープロセスで策定する。 

（２）法律よりもやや厳しいルール（行動規範）を策定する（PIAの実施等を含む）。 

（３）事業者はそれを守ることで、直接的な法執行を受けない等のインセンティブを受けら
れるような建て付けとする（「執行セーフハーバー」）。 

（４）行動規範を遵守していることは、FTC法第5条的な法律がない日本では、第三者認証
によって担保する。 
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マルチステークホルダープロセス 

保護対象となる
パーソナルデータ 

（≒個人情報） 保護対象とならないパーソナルデータ 

マルチステークホルダープロセスで
作成した行動規範に定める匿名化
措置を行ったパーソナルデータ 

匿名化措置を必要としない
企業は行動規範を守らなく
てよい。 

匿名化措置を必要とする企業は行動規範
を守らないといけないが、第三者機関の
法執行を一定条件で免れる。 

※左図は
P18の②の
場合の措置
を表すが、
①の場合も
別途考えら
れる。 


